（様式７）
[収入印紙]


令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付契約書（案）

貸付人　横須賀市（以下｢甲｣という。）、借受人　[落札者]（以下｢乙｣という。）は、「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」に基づき、甲乙の間において、次の条項により横須賀市水道事業用行政財産について一時貸付を目的とした賃貸借契約を締結する。

なお、本件契約は、借地借家法（平成３年法律第90号）に定める一時使用を目的とした賃貸借である。 

（貸付物件） 
第１条　貸付物件は、次のとおりとする。 

	物　　件　　名
	所　　　　在
	地目・構造
	数量（㎡）

	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）
	横須賀市小川町21番１の一部
	宅　　　　地
	296

	
	横須賀市小川町21番地１の一部
	鉄骨造平家建
	262


（貸付期間） 

第２条　貸付期間は、令和８年10月１日から令和13年９月30日までの５年間（駐車場施設の整備、設置に要する期間を含む。）とする。

（貸付物件の用途等）

第３条　乙は、貸付物件に無人機械式時間貸駐車場（24時間営業）を整備し、貸付期間中継続して適正に運営管理するものとする。また、カーシェアリングを合わせて実施する場合についても用途に含まれるものとする。

２　乙は、前項に要する費用のすべてを負担しなければならない。

（貸付料） 

第４条　第２条に定める期間に係る貸付料は、電気料金相当額を含むものとし、金○○円（月額〇〇円×60か月）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額（円未満切り捨て）とする。

（貸付料の納付）

第５条　乙は、前条に定める貸付料は、６か月ごとに甲の発行する納入通知書により甲の定める期日までに納付しなければならない。ただし、納入通知書に記載された納入期限が金融機関の休日に当たるときは、前の営業日までとする。

２　甲は、第20条第１項第２号から第６号までに定める事由により本件契約が解除されたときは、既納の貸付料を乙に返還しない。

（貸付料の改定）

第６条　甲は、貸付物件につき特別の費用を負担することになったとき、第４条に定める貸付料に含まれる電気料金相当額が著しく高騰したとき、その他正当な理由があるときは、乙に対して貸付料の増額を請求することができる。

２　甲が前項の規定に基づき、乙に対して貸付料の増額を請求したときは、甲乙協議のうえ、その額を決定する。

（貸付料の延滞金） 

第７条　乙は、第５条第１項の規定に基づき、甲が定める納付期限までに貸付料を納付しないときは、その納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、横須賀市の公有財産規則（昭和46年規則第26号）に定める割合を乗じて計算して得た額を延滞金として甲に納付しなければならない。

（契約保証金）

第８条　乙は、本件契約の締結と同時に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第２項に規定する契約保証金（以下「契約保証金」という。）として、貸付料の３か月分を、甲の発行する納付書により甲に納入しなければならない。

２　第６条の規定により貸付料が増額された場合の契約保証金は、貸付料の増額と同様の割合で、貸付料増額の日から改正されるものとし、乙は、増額後の契約保証金の額（円未満切り捨て）と従前の契約保証金の額との差額を、甲の発行する納付書により、当該増額の日から30日以内に甲に納入しなければならない。

３　契約保証金には、利息を付さない。

４　乙は、甲に対する契約保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権、譲渡担保その他いかなる方法によっても契約保証金の返還請求権に担保権を設定してはならない。

５　契約保証金は、本件契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付する。ただし、借受人において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除する。

６　借受人は、契約保証金の額が前項ただし書に規定する債務金を償うに足りない場合は、その不足額を納付しなければならない。

７　納付済の入札保証金は、前項の契約保証金の一部として充当する。

（物件の引き渡し）

第９条　甲は、第２条に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡ししたものとする。

（契約不適合等）

第10条　乙は、本件契約締結後、貸付物件に数量の不足その他契約の内容に適合しないものを発見しても、追完、貸付料の減免及び損害賠償の請求をすることができないものとする。
（権利譲渡等の禁止） 

第11条　乙は、甲の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し又は賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。ただし、自動販売機を設置する場合に限り転貸を認める。

２　乙は、土地に建物若しくは工作物を建設し又は建物の模様替を行う等貸付物件の原状を変更してはならない。ただし、事前に甲の承認を受けたときは、この限りでない。

（修繕義務等）

第12条　甲は、貸付物件の修繕義務を負わないものとし、当該貸付物件について維持、保存、改良その他の行為をするため支出する経費は、すべて乙の負担とする。

（滅失または毀損の通知）

第13条　乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損したときは、直ちに甲にその状況を通知しなければならない。

（滅失または毀損の原状回復）

第14条　乙の責に帰する事由により貸付物件を滅失又は毀損したときは、乙の責任において原状に回復しなければならない。また、原状回復が困難となるような使用をしてはならない。

（物件保全義務等） 

第15条　乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めなければならない。

２　乙は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責を果たしたときは、乙に求償することができる。

（近隣住民等への配慮）

第16条　乙は、近隣住民その他第三者との間で紛争が生じないよう配慮しなければならない。

２　乙は、貸付物件に係る整備、運営管理等に伴い第三者から苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

（駐車場利用者などへの対応）

第17条　乙は、貸付物件に係る運営管理等により駐車場利用者等からトラブル、苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

（使用禁止等）

第18条　甲は、甲の設備等の維持管理、緊急作業等必要な事態が発生したとき、及び災害時には、貸付物件への立入り又は使用を禁止又は制限することができる。なお、この場合において、甲は乙に原則として事前に通知するものとする。

２　前項に係る乙が支払うべき貸付料については、甲乙別途協議することとする。

（貸付物件の調査等） 

第19条　甲は、必要と認めるときは、貸付物件を調査し、又は乙に報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。

２　乙は、月ごとに利用状況及び売上状況を集計し、速やかに甲に報告しなければならない。

３　局用地への通路とした個所について、乙は甲の通行を認めるものとする。

（契約の解除） 

第20条　甲は、次の各号のいずれかに該当する事態が生じたときは、本件契約を解除することができる。 

(1)　甲、国、他の地方公共団体その他の公共団体において、貸付物件を公用又は公共用に供するための必要が生じたとき。

(2)　乙が貸付物件を第３条第１項の用途等で使用しないとき、又はその目的で使用することをやめたとき。

(3)　乙が貸付料を納付期限後３か月以上経過して、なお納付しないとき。

(4)　乙が本件契約に定める義務を履行しないとき。

(5)　乙の事業内容、資力、信用状態等の重要な事項に関して、虚偽があったとき。

(6)　乙が、破産、会社更生、民事再生、清算又は特別清算その他倒産法制上の手続について、乙の取締役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（乙の取締役を含む。）によってその申立てがなされたとき。

２　甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は償還しない。 

３　甲は、解除権を行使したときは、乙の支払った違約金及び貸付物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。

４　乙は、第１項第２号から第６号までに定める甲の解除権の行使に伴い発生した損失について、甲にその補償を請求することはできない。

５　乙は、甲の解除権の行使に伴い、第８条第５項の規定により甲の帰属とする契約保証金の額を超えて甲に損害があるときは、その損害を賠償しなければならない。

（違約金） 

第21条　甲は、乙が本件契約の義務に違反したときは、当該期間に係る貸付料（月額）の３倍に相当する金額を請求することができる。

２　前項の違約金は、乙が本件契約上の義務を履行しないため、甲に損害を与えた場合に支払うべき損害賠償の予定又はその一部として解釈しないものとする。

（返還及び原状回復）

第22条　乙は、貸付期間が満了したときは貸付期間の満了日までに、本件契約が解除されたときは甲の指定する期日までに、乙の費用で貸付物件を原状に復し、甲の定める様式による書面をもって返還しなければならない。ただし、甲が原状に復する必要がないと認めたときは、現状のまま返還することができるものとする。

２　前項の返還は、甲の立会いの上で行うものとする。

（貸付料の清算） 

第23条　甲は、第20条第１項第１号の規定により本件契約が解除されたときは、１月を30日として日割り計算により納付済みの未経過期間に係る貸付料を返還する。ただし、その額が千円未満の場合には、この限りでない。

２　前項及び次項の規定により返還する納付済みの未経過期間に係る貸付料には利息を付さないものとする。

３　甲は、本件契約の解除により、乙が第21条の規定に基づく違約金その他本件契約に基づき金銭を甲に支払うべき義務があるときは、第１項の規定にかかわらず、返還する未経過期間に係る貸付料の全部又は一部と相殺する。

（損害賠償等） 

第24条　乙は、本件契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２　乙は、第20条第１項第１号の規定により契約が解除されたときは、これによって生じた損失について、その補償を求めることができる。

３　乙は、第１項の規定により損害賠償をする場合において、甲が前条第３項の規定により当該損害賠償金の一部を未経過期間に係る納付済みの貸付料と相殺し、なお不足があるときは、不足額を納付するものとする。

 （有益費等の放棄） 

第25条　乙は、本件契約が満了したとき、又は本件契約を解除されたときは、貸付物件に乙が支出した必要費又は改良費等の有益費、その他貸付物件の使用に伴い支出した費用があっても、これを甲に請求しないものとする。 

（契約の費用） 

第26条　本件契約の締結及び履行に関して必要な費用は、乙の負担とする。

（通知事項） 

第27条　乙は、乙に次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、甲に対し遅滞なくその旨を書面で通知しなければならない。

 　(1)　住所若しくは所在地、氏名若しくは名称又は電話番号等を変更したとき。

　(2)　代表者に異動が生じたとき。

　(3)　会社の合併等により賃貸借の継承があったとき。

　(4)　その他本件契約の継続に支障があるとき。

（信義誠実の原則） 

第28条　甲及び乙は、信義を重んじ誠実に本件契約を履行しなければならない。 

２　乙は、貸付物件が横須賀市水道事業用行政財産であることを常に考慮し、適正に使用するように留意しなければならない。

（疑義の決定）

第29条　本件契約に定めのない事項及び本件契約に関して疑義が生じたときは、甲と乙が協議して定めるものとする。

（裁判管轄） 

第30条　本件契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、横浜地方裁判所横須賀支部を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

　　本件契約の締結を証するため、本件契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

　　令和　　年　　月　　日

　　

　　　　　　　　甲　　　　横須賀市小川町11番地

　　　　　　　　　　　　　横須賀市

　　　　　　　　　　　　　横須賀市上下水道事業管理者

　　　　　　　　　　　　　　上下水道局長　　廣　川　　淨　之

　　　　　　　　　　乙　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称）

　　　　　　　　


